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東日本大震災被災地介護事業復旧東日本大震災被災地介護事業復旧東日本大震災被災地介護事業復旧東日本大震災被災地介護事業復旧にににに関関関関するするするする緊急要請緊急要請緊急要請緊急要請をををを    

県内選出県内選出県内選出県内選出のののの国会議員国会議員国会議員国会議員にににに送付送付送付送付しましたしましたしましたしました 
 

震災から３ヶ月が過ました。 

国は、現在『社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金』（以下災害復旧費）、『平成

２３年度介護施設等復旧支援事業等補助金の国庫補助』（以下支援事業等補助金）

について被災地の県及び政令指定都市などに通知しました。しかし、『災害復旧費』

の補助対象は設置主体が市町村・社会福祉法人・交付金の交付を受けて整備した

事業所に限られています。 

介護ネットみやぎの会員団体で、施設全体の甚大な被害を受けた『松島医療生

活協同組合』や『財団法人 宮城厚生協会』を含め、地域に密着した介護事業を

地道に行っている生協法人・ＮＰＯ法人・財団法人等は、現状において施設復旧

のための補助金が受けられません。 

そのほか備品購入費などに『支援事業等補助金』（すべての介護事業所が該当。第１次提

出期限 平成２３年６月２４日（金）（消印有効）※この提出期限までに事前協議ができない場合には，次の

提出期限までに行ってください。イ 第２次提出期限 平成２３年７月１５日（金）（消印有効））が準備

されていますが、被災地の介護事業所はそれぞれ状況が異なり、しかし財政は困

窮を極めており『支援事業等補助金』は使いづらいという声を聞きます。 

そこで別紙のような緊急要請を、宮城県選出の国会議員１６人に送付しました。 
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東日本大震災被災地介護事業復旧東日本大震災被災地介護事業復旧東日本大震災被災地介護事業復旧東日本大震災被災地介護事業復旧にににに関関関関するするするする緊急要請緊急要請緊急要請緊急要請    

 

震災から３ヶ月が過ました。宮城県で全壊、水没した高齢者福祉施設は、特別養護老人ホーム

（特養）１０ヶ所、介護老人保健施設２ヶ所、認知症高齢者グループホーム２０ヶ所に上ります。

特養だけでも県全体の１割に当たる５５０床が失われ、通所介護施設等の多くも被災しており、

半壊や一部損壊の施設は膨大な数に上ります。プライバシーが守られず、衛生上からも劣悪な住

環境の避難所で暮らす高齢者に、介護が必要になる事例が増えています。震災後体調を崩す高齢

者も増えており、要介護認定の申請者が増えています。介護事業所の復旧のための迅速な財政支

援が重要になっています。 

 

国は、現在『社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金』（以下災害復旧費）、『平成２３年度介護施

設等復旧支援事業等補助金の国庫補助』（以下支援事業等補助金）について被災地の県及び政令指

定都市などに通知しています。しかし、『災害復旧費』の補助対象は設置主体が市町村・社会福祉

法人・交付金の交付を受けて整備した事業所に限られています。 

介護ネットみやぎの会員団体で、施設全体の甚大な被害を受けた『松島医療生活協同組合』や

『財団法人 宮城厚生協会』を含め、地域に密着した介護事業を地道に行っている生協法人・Ｎ

ＰＯ法人・財団法人等は、現状において施設復旧のための補助金が受けられません。 

そのほか備品購入費などに『支援事業等補助金』が準備されていますが、被災地の介護事業所

はそれぞれ状況が異なり、しかし財政は困窮を極めており『支援事業等補助金』は使いづらいと

いう声を聞きます。 

 

私たちは、できるだけ早く、穏やかな暮らしを取り戻すことを切に願っています。介護の現場

の崩壊を食い止めるために、下記のことを緊急に要請します 

 

記 

 

一、被災したすべての介護事業所の復旧が補助金によっておこなわれるようにすること。また補

助金の申請は一本化し、書類をできるだけ簡略に、手続きを迅速にすること。 

 


